


 

 

 

５ 調査項目 

 

 

(1)レニングラード州議会（サンクトペテルブルク市議会） 

 サンクトペテルブルクにはいくつかの県内企業が進出しているが、今後

も、県内企業等の経済･文化等の交流が促進できるよう、現地の議員との

交流を深めつつ、対日本ビジネス、そして今後のロシア経済等の方向性を

聴取し、今後の施策展開の参考とする。 

(2)独立非営利法人 日本センター 

 日本センターは日露経済交流促進事業を実施しており、対ロシアのビジ

ネス支援やマッチング事業、ビジネス日本語講座等を行っている。日本企

業の動向等を聴取し、今後の施策展開の参考とする。 

(3) エストニア政府関係機関 

ＩＴ国家のエストニアは、政府のほとんどのサービスがオンラインで提

供されているなど、電子政府の先進的な取組を実施している。そこで、Ｉ

Ｔ国家の具体的なサービス等を聴取し、今後の施策展開の参考とする。 

(4)Ｍｅｋｔｏｒｙ 

 ＩＣＴ人材の育成を目指し、エストニアは2012年からプログラミング

教育を導入した。タリン工科大学との産学共同体である団体からプログラ

ミング教育の現況・課題等を聴取し、今後の政策展開の参考とする。 

(5) フィンランド教育庁 

フィンランドは国際学力調査で常に上位を占めているが、その要因とし

て、インクルーシブ教育の形態をとりながら、サポートを必要とする子ど

もたちを個別にケアし、学力格差を小さくしている点が挙げられる。そこ

で、フィンランドの教育制度を聴取し、今後の施策展開の参考とする。 

(6) 在フィンランド日本国大使館 

フィンランドは高福祉国家であり、社会全体が高齢者や子育てのケアを

行っており、福祉制度が充実している国である。そこで、福祉制度の現況

等を現地大使館職員から聴取し、今後の施策展開の参考とする。 

５ 経費の概算額 

(一人当たり) 

 

① 議員旅費  ……   625,000円 
                 内訳  航空賃 492,200円 

                                        船 賃  10,000円 

                                        宿泊費   82,400円 

                    日当   40,400円 

②  通訳料  ………   107,200円 
③  車借上料   ……  105,800円   
   合 計        838,000円 

（調査団議員合計  5,866,000円） 

＊日程表を添付する。 



（様式２）

月日（曜） 調査地 現地時間
交通機関
(所要時間)

調査箇所及び調査内容

３/26
（月）

午前
午後

飛行機
（１４．５H)

（東京～サンクトペテルブルク・プルコヴォ空港）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜サンクトペテルブルク泊＞

サンクト
ペテルブ
ルク

午前 バス
●視察１　「レニングラード州議会（サンクトペテルブルク市議会）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（予定）」
・概要説明聴取

サンクト
ペテルブ
ルク

午後 バス
●視察２　「独立非営利法人　日本センター（予定）」

・概要説明聴取、視察

午後
飛行機
（１．５Ｈ）

（サンクトペテルブルク・プルコヴォ空港～タリン空港）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜タリン泊＞

タリン 午前
バス ●視察３　「エストニア政府関係機関（予定）」

・概要説明聴取

タリン 午後 バス

●視察４「Ｍｅｋｔｏｒｙ（予定）」
・概要説明聴取

　                                                               ＜タリン泊＞

午前
船

（２．０Ｈ）
（タリン港～ヘルシンキ港）

ヘルシンキ 午後 バス
●視察５　「フィンランド教育庁（予定）」
・概要説明聴取
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈ヘルシンキ泊〉

ヘルシンキ 午前 バス
●視察６　「在フィンランド日本国大使館（予定）」
・概要説明聴取

午後
飛行機
（１２．０H)

（ヘルシンキ・ヴァンター空港～東京）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜機中泊＞

３/３１
（土）

午前 　東京着

県政調査日程表

３/２８
（水）

３/2７
（火）

３/２９
（木）

３/３０
（金）



 

 

（様式 ３） 

県政調査計画審査結果 

県政調査計画について審査したところ、結果は次のとおりでした。 
 

調査実施議員名 

（調査団長）柳下 剛 

（団  員）田中 徳一郎、川本 学、神倉 寛明、田中 信次、 

田村 ゆうすけ、武田 翔 

 

１ 要領２(1)の基準への適否 

区  分 調査の基準 計画の内容 適否 

①  調 査 経 費 議員１人当たり１００万円以内 

議員１人当たりの経費は

838,000円であり、基準を満たし

ている。 

適 

②  調 査 箇 所 
１日につき午前及び午後それぞれ 

１箇所以上調査実施 

移動日は１箇所以上調査実施 

移動日について１箇所以上、そ

れ以外の日について午前及び午後

それぞれ１箇所以上調査を実施す

る行程となっている。 

適 

 

２ 調査計画に対する審査所見 

区   分 所      見 

①  
調査の実施が県政課題解決

の一助となるか。 

・ ロシアはアジアに隣接し、ヨーロッパ経済との交流も活発であり、

マーケットとしても大きく、今後の経済交流拡大の可能性を秘めてい

る。そこで、現地関係者に会い、ロシア経済、対日本ビジネス等の現

況を聴取し、交流を深めることは本県が海外ビジネスの施策を推進す

るための一助となる。 

・ 日本においても、高等学校等においてプログラミング教育が必修と

なる中、行政手続き等の電子化が推進され、子どもたちにプログラミ

ング教育を施しているエストニアの現況を調査することは、本県の施

策展開について助言を与える一助となる。 

・ 本県でも、インクルーシブ教育を展開し始めたところであるが、フ

ィンランドでは全ての子どもの特性を生かした教育を目指し、インク

ルーシブ教育を日本に先がけて実践しており、学理力調査では常に上

位を占めている。このようなフィンランドの教育制度を現地で聴取す

ることは、今後の施策展開について助言を与える一助となる。 

また、フィンランドは日本よりも早く高齢化社会を迎えており、高

齢者福祉が先行しているだけでなく、子育て支援の施策についても充

実している。本県でも様々な福祉事業を展開しているところだが、先

進的なフィンランドの福祉制度の現況等を聴取することは、本県の施

策展開について助言を与える一助となる。 



 

 

 

 

区   分 所      見 

②  
調査の実施時期が時宜を得た

ものか。 

・ 人口減少に伴い、従来の日本市場が縮小する懸念がある

中、本県企業に対し、積極的な海外展開支援を行うことは

喫緊の課題である。アジアに隣接し、大きい市場であるロ

シアは魅力的な市場である。また、2018年は「ロシアにお

ける日本年」が開催され、日本に対する意識も高まってい

るこの時期に、今回、現地関係者を訪問し、対日本ビジネ

ス、ロシア経済の現況調査するための訪問は時宜を得たも

のである。 

・ ＡＩやＩＴ化が急速に発展する中、マイナンバー制度も

含めた行政のＩＴ化は喫緊の課題である。また、2020年に

は小中高等学校においてプログラミング教育の必修化が実

施予定で、この制度に対する教育現場の整備も検討する必

要がある。今回、エストニアの電子政府、プログラミング

教育等の現況を現地で調査することは、本県の今後の施策

展開を支援する上で時宜を得たものである。 

・ 本県では、インクルーシブ教育の施策を展開して間もな

く、先進的な取組を行っているフィンランドの現況を調査

することは、時宜を得たものである。 

・ 少子高齢化の中、本県は様々な社会福祉政策を展開して

いるが、介護や保育の担い手不足など問題が現在山積して

いる。そこで、先進的な福祉政策を展開しているフィンラ

ンドの福祉制度を調査することにより、知見を広げること

は時宜を得たものである。 

  

③  
現地に赴かなければ調査目的

が達成できないものか。 

それぞれの分野について、今後の本県における取組の評価に

活かしていくためには、直接現地に赴き、現場関係者から事業

内容や成果、今後の方針等について、具体的かつ詳細に聴取し

なければ調査目的が達成できないものである。 

④  
調査箇所、行程、経費等は妥

当なものか。 

調査箇所、行程、経費等は県政調査実施要領の基準を満たし

ており、妥当である。 


